
能美市営住宅等指定管理者募集要項

地方自治法第２４４条の２第３項、能美市営住宅条例第５９条及び能美市特定公共賃貸

住宅条例第３０条の規定により、以下のとおり施設の管理を行う指定管理者を募集します。

１ 対象施設の概要

（１）対象施設

管理対象は、次に掲げる施設（以下本要項において「市営住宅等」という。）と

します。

ア 能美市営住宅（公営住宅及び特定公共賃貸住宅）及びその附帯設備

イ 公営住宅法に定められたアの共同施設（駐車場、自転車置場等）

（２）所在地

能美市内

（３）施設の規模

１４団地 ３２２戸（別紙①「市営住宅等施設一覧」のとおり。）

名称 位置 建設年度 構造別 規模 管理戸数

能美市営根上白山住宅 浜開発町地

内

平成５年 中耐４階建 ２LDK ４

３LDK ８

能美市営根上はまなす住

宅

大浜町地内 平成７年 中耐４階建 ２DK ８

２LDK ８

３LDK ８

能美市営中ノ江住宅 中ノ江町地

内

平成８年 耐火２階建 ２LDK １０

３LDK ２

耐火３階建 ２LDK １０

３LDK ２

能美市営西任田住宅 西任田町地

内

平成１５年 木造平屋 ２LDK ８

３LDK ４

能美市営ファミール大浜 大浜町地内 平成９～１０年中耐３階建 ２LDK ５

３LDK ５

能美市営緑町高齢者住宅 東任田町地

内

平成１１年～１

２年

木造平屋 １LDK １０

能美市営緑町住宅 東任田町地

内

昭和６３年～平

成１１年

中耐３階 ２DK １６

２LDK ８

３DK ３４

３LDK １６

能美市営大長野住宅 大長野町地

内

昭和３７年 木造平屋 ３K １



２ 指定管理者の業務

指定管理者は、市営住宅等を一括して管理し、以下の業務を行うこととします。

業務の詳細は、仕様書を参照してください。

なお、指定管理者が行う管理業務全般を一括して他の者に再委託することはできませ

んが、保守点検等一部の業務については市の承認を得て、専門の事業者に委託すること

ができます。

（１）募集、入居及び退去に関する業務

（２）家賃及び敷金の収納に関する業務

（３）入居者からの問合せ及び相談に関する業務

（４）各種の申請及び届けの受付に関する業務

（５）市営住宅等の維持管理、修繕及び保守点検に関する業務

（６）上記に付随する業務

(７) 前６号に掲げるもののほか、市営住宅等及び共同施設の管理に関し、市長が必要と

認める業務

３ 管理事務所の提案について

応募者は、指定管理業務を遂行するために必要な管理事務所の設置場所・規模・機能

等について提案してください。提案内容は、利便性・効率性・緊急時の対応力等を考慮

して評価します。なお、最終的な管理事務所の設置場所等は、協定締結までに市と協議

のうえ確定します。

能美市営佐野住宅 佐野町地内 平成１５年 中耐３階 ２LDK ９

３LDK ６

能美市営佐野東住宅 佐野町地内 平成１２年 中耐３階 ２LDK ６

３LDK ９

能美市営粟生住宅 粟生町地内 平成２１年 木造平屋 １LDK ４

２LDK １２

３LDK ６

能美市営粟生北住宅 粟生町地内 平成１０年 中耐３階建 ３LDK １５

能美市営寺井住宅 寺井町地内 平成６年 鉄骨２階建 １LDK １０

３DK １０

能美市営宮竹住宅 宮竹町地内 平成４年 中耐３階建 ２DK ４

３DK ８

中耐４階建 ３DK １６

能美市営三ツ屋住宅 三ツ屋町地

内

平成９年 中耐４階建 ２LDK １０

３LDK ３０



４ 指定の期間等

（１）令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（３年間）

（２）能美市と指定期間を通じての基本的合意事項に係る基本協定を締結することとし、

必要に応じ、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）ごとに、細目を定める

規定を締結するものとします。

５ 利用料金に関する事項

地方自治法第２４４条の２第８項に定める利用料金制は採用しません。

６ 管理運営経費

市営住宅等の管理運営業務に係る経費は、指定管理料をもって充てるものとし、次の

費用区分により構成されるものとします。

① 人件費

② 事務費（消耗品費、事務所賃料、通信費、光熱水費 等）

③ 住宅関係使用料（CATV 視聴料 等）

④ 保守点検費（定期点検、設備保守 等）

⑤ 修繕費（軽微修繕、退去修繕 等）

このうち、修繕費は実施件数や内容により変動が見込まれるため、市との協議により

精算制とし、上記①～④の項目の費用については応募者の提案内容をもとに、審査・決

定します。

応募者は、提案書において次の事項を記載してください。

（１）管理体制及び人員配置計画

（２）人件費、事務費、保守点検費等の積算内訳（提案金額内訳書）

（３）修繕費を除く各費用の効率化策

（４）管理品質を確保しつつ経費削減を図る具体的手法

７ 特に重視する点

（１）福祉サービスとの連携

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に規定する住宅確保要

配慮者に対して、市の福祉部局、あんしん相談センターなどの関係機関と連携し、入居

者が安心して暮らし続けられる環境を整備すること。

入居者から生活困窮、孤立、介護、障がい等に関する相談を受けた場合には、適切な支

援機関との連携及び支援へのつなぎを図ること。

また、要配慮者の早期把握及び職員の福祉対応力の向上に努めること。

（２）特定公共賃貸住宅の入居促進策

空家の状況を把握し、入居率の向上に向けた具体的な取組を行うこと。

８ 特定公共賃貸住宅の入居促進に係る報奨金

（１）本業務においては、特定公共賃貸住宅の入居促進を目的として、入居成約に至った

場合に報奨金を交付する制度を設けます。



(２)報奨金は、入居仲介手数料に相当する性格のものであり、その額及び支払条件は応募

者の提案内容をもとに、市と協定により定めます。

(３)応募者は、提案書において次の事項を記載してください。

・提案する報奨金額（成約1件あたり等の単価）

９ 応募資格等

（１）石川県内に主たる事務所を置く法人又はその他の団体とします。

①株式会社、ＮＰＯ法人、その他任意団体等組織の形態は問いません。

②個人での応募はできません。

（２）施設の管理運営能力を有していること。

（３）次のいずれにも該当しないこと。

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定によ

り、能美市における一般競争入札の参加を制限されている者

② 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により、

指定管理者の指定の取消等を受けたことがある者

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）の規定により、更正又は再生手続きをしている者

④ 市税等の滞納をしている者

⑤ 役員に次のいずれかに該当する者が含まれていること。

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける

ことがなくなった日から５年を経過しない者

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員

なお、応募以降においても、上記（３）の項目に該当することとなった場合は、

指定管理者の候補者となることができません。

10 応募の方法

募集期間は、令和７年１０月１０日（金）～１１月１０日（月）とし、詳細につい

ては下記（１）から（５）のスケジュールのとおりとします。

（１）募集要項等の配布

募集要項等を令和７年１０月１０日（金）～１１月１０日（月）に配布します。

配布場所：能美市土木部まち整備課（能美市役所寺井分室１階）

配布時間：午前９時～午後５時（土・日・祝日を除く）

（２）応募予定者説明会の開催

応募予定者を対象とした説明会を以下のとおり開催します。

開催日時：令和７年１０月２８日（火）午後２時～午後４時

開催場所：ふれあいプラザ ２階第２研修室

参加人数：各団体２名以内とします。



参加申込：応募予定者説明会参加申込書（別記様式１）を説明会開催日前日の

午後５時までに、まち整備課へ提出してください。

（E-mail、FAX、郵送可）

（３）募集に関する質問の受付

募集に関する質問については、以下のとおり受付けます。

受付期間：令和７年１０月２９日（水）～１０月３０日（木）

提出方法：質問書（別記様式２）に記入のうえ、まち整備課へ提出してください。

（E-mail、FAX、郵送可。口頭による質問はご遠慮願います。）

（４）募集に関する質問への回答

募集に関する質問への回答については、以下のとおり送付します。

回答期間：令和７年１０月３１日（金）～１１月４日（火）

回答方法：回答書に記入し、質問者へ送付いたします。

（E-mail、FAX、郵送。口頭による回答はいたしません。）

（５）申請書等の受付

受付期間：令和７年１１月４日（火）～１１月１０日（月）

（土・日・祝日を除く）

受付時間：午前９時～午後５時

提 出 先：能美市土木部まち整備課（能美市役所寺井分室１階）

〒923-1198 能美市寺井町た３５番地

提出方法：持参又は郵送（受付期間内必着）

提出部数：１３部（原本１部、副本１２部）

11 提出書類

（１）指定申請書（様式第１号）

（２）指定管理者事業計画書（様式第２号）

（３）収支予算書（様式第３号）

（４）管理運営費明細書（様式第４号）

（５）申出団体概要調書（様式第５号）

※団体の定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類及びパンフレット等、団体

の概要がわかる資料も添付してください。

（６）市税滞納有無調査承諾書（様式第６号）

（７）法人登記事項証明書（全部事項証明書）

（８）経営状況に関する書類

※団体の現事業年度における収支予算書及び事業計画書

※団体の前事業年度における収支計算書及び事業報告書

（９）その他能美市が必要であると認める書類



12 選定の方法

（１）指定管理者の候補者の選定（以下「選定」という。）は、能美市指定管理者選定会

の審査に基づき、能美市長が行います。

（２）選定にあたっては、本要項の「12候補者選定基準」により総合的に判断するものと

します。また、申請書類に基づく書類審査のほか、申請者である団体の代表者又はそ

の代理人による申請書類の内容等についてのプレゼンテーションを実施します。

（３）選定された団体については、能美市議会での議決を経た後に、指定管理者として指

定します。

（４）指定にあたっては、指定団体に文書で通知するとともに、能美市公告式条例（平成

１７年２月１日能美市条例第３号）の定めるところにより告示します。

（５）指定結果については、申請者全員に、文書にて通知します。

13 候補者選定基準

(１) 技術点(８０点)

以下の観点について、提案内容を評価する。

(２) 価格点(２０点)

上限額内の有効な提案を対象とする。

価格点は次の算式により算定する。

価格点＝２０×（最低価格／当該提案価格）

14 管理料

次に掲げる範囲内で、単年度当たりの管理料に関する提案を求めます。

市が各年度指定管理者に支払う管理料として年度当初に定める金額は、提案額を基準

に、予算の範囲内で市と指定管理者が協議して定めるものとします。

※ 管 理 料 ３８，７００，０００円の範囲内

評価項目 配点 主な評価観点

①運営方針・サービス水準 10 公平性、苦情対応、サービス水準の明確性

②福祉連携・入居支援 20
特定公共賃貸住宅の入居促進策

福祉サービスとの連携体制、相談対応

③体制・人員配置 15

管理事務所の設置場所・アクセス性

常駐体制、夜間休日対応、資格保有者配置、

教育訓練計画

④滞納対応 10 滞納整理手順、法的対応

⑤維持修繕・保守点検 10
計画性、緊急対応、写真記録

法定点検遵守

⑥個人情報・情報セキュリテ

ィ
5

情報管理体制、インシデント対応

再委託管理

⑦モニタリング・KPI・改善 5 報告制度、改善サイクル、評価反映

⑧ICT・改善提案 5 デジタル活用、効率化提案、住民利便性



15 無効または失格

次の事項に該当する場合は、申請を無効とすることがあります。また、指定管理者候

補に選定後あるいは指定の議決後であっても、選定を取り消すことがありますのでご留

意願います。

（１）申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかった場合

（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合

（３）申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されている場合

（４）申請書類に虚偽の内容が記載されている場合

（５）選定に関する不当な要求をした場合

（６）正当な理由なくして協定の締結に応じない場合

（７）財政状況の悪化や社会的信用を著しく失うなど、指定管理者として相応しくない

と認められる場合

（８）その他不正な行為があった場合

16 協定の締結

（１）選定後、選定された団体と細目の協議を開始し、議決後に協定を締結します。

（２）指定管理者が正当な理由なくして協定に応じない場合は、指定を取り消すことがあ

ります。

（３）財政状況の悪化や社会的信用を著しく失うなど、指定管理者としてふさわしくない

と認められる状況となった場合は、指定の議決後であっても協定を締結せず、指定を

取り消すことがあります。

17 その他

（１）申請に係る費用は、応募者の負担とし、提出された書類は返却いたしません。

（２）申請の撤回及び提出書類の修正は、軽微な修正を除き原則として認めません。

（３）必要に応じて、提出書類の内容について、聴き取り調査又は追加資料の提出を依頼

する場合があります。

（４）提出書類及び選定結果については、公表する場合があります。

18 配布資料

（１）申請に係る様式

（２）能美市営住宅等指定管理者業務仕様書

別紙① 能美市営住宅等施設一覧

別紙②－１ 能美市営住宅等管理業務概要

別紙②－２ 能美市営住宅等管理業務分担表

別紙③ 能美市営住宅等維持修繕、保守管理概要

別紙④ 運営管理費の目安（参考）

参考資料 業務概要一覧

（３）能美市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例

（４）能美市営住宅条例



（５）能美市営住宅条例施行規則

（６）能美市特定公共賃貸住宅条例

（７）能美市特定公共賃貸住宅条例施行規則

19 問合せ先

〒９２３－１１９８

能美市寺井町た３５番地

能美市土木部まち整備課 市営住宅担当

ＴＥＬ：０７６１－５８－２２５１

ＦＡＸ：０７６１－５８－２２９８

E-mail：machiseibi@city.nomi.lg.jp

mailto:shoukou@city.nomi.lg.jp

